
売上減少リスクの分散・軽減のために

新たな取組を行う市内の事業者へ

補助金を交付します
新型コロナウイルス感染症の拡大の影響に対する経済対策として、市内の事業者等を

対象に「佐野市新業態開拓支援補助金」を創設しました。感染症拡大の影響による売上

減少リスクを分散するため、国・県の補助を活用して新たな設備投資や販路開拓、業務

効率化などの前向きな取組を行う場合に、かかった費用の一部を佐野市が支援します。

【支援内容】

※ 本チラシは制度概要をお知らせするためのものです。詳細な条件・内容等は、下記の佐野市ホームペ

ージでご確認ください。 https://www.city.sano.lg.jp/jyuyonaoshirase/14220.html#jigyou

【お問合せ】佐野市産業文化部（産業立市推進課） TEL：0283-20-3040

１ 補助金名 佐野市新業態開拓支援補助金

２ 補助金額
上限額 ３０万円（１事業者あたり）
※事業者の自己負担が上限額以下の場合は自己負担の全額を補助します。

３ 対象経費

佐野市内の事業所において新たな設備投資や販路開拓、業務

効率化などに取組むために要する経費

【取組・対策の例】

○サプライチェーンの毀損への対応

新製品・新サービスの開発、部品内製化、生産設備の強化、佐野市内への

拠点設備・工場等の移転、など

○非対面型ビジネスモデルへの転換

テイクアウト・デリバリー等の開始、オンラインサービスの導入、通販サ

イトやECモール等への出店、キャッシュレス決済の導入、など

○テレワーク環境の整備
ＷＥＢ会議システムの導入、PC・タブレット等の導入、ほか

４ 対象事業者

（補助要件）

佐野市内に事業所等を有する事業者

※次のいずれの要件も全て満たしていることが必要です。

① 国が実施する生産性革命推進事業における各補助事業による補

助金、又は栃木県が実施する地域企業再起支援事業費補助金の交付

決定を受けた事業者であること。

② 本補助金と同一内容の対策により、佐野市が実施する感染症予防

対策及び新しい生活様式の定着に関する補助金のいずれの補助金

も交付を受けていないこと。

③ 全ての市税に滞納がないこと。



別記様式第１号（第６条関係）

新業態開拓支援補助金交付申請書

年 月 日

佐野市長 様

申請者 住所又は所在地

氏名又は名称

代表者氏名 ㊞

電話

次のとおり新業態開拓支援補助金の交付を受けたいので申請します。

（同意及び誓約事項）

新業態開拓支援補助金の交付に係る審査のために必要がある場合は、私（当社）の市税に関す

る徴収金の納付状況を調査することに同意します。また、申請にあたっては、対象となる対策に

ついて、市から補助金の交付を受けていないことを誓約します。

同意者 住所又は所在地

氏名又は名称

代表者氏名 ㊞

事業所等の所在地・

屋号

交付決定を受けた

国県補助金の名称

上記補助金による

取組内容

上記補助金の補助

対象経費（A）
円

上記補助金の補助率

及び補助決定額(B)

補助率（ ／ ）

決定額 円

国県補助金の自己

負担額(C)
円

新業態開拓支援補助

金交付申請額
円

添付書類

(１)国県補助金の交付決定を受けたことがわかる書類の写し


